
加賀市 SWOT分析

プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

外
部
環
境

Strength
（強み）

 3温泉と伝統工芸（九谷焼・山中漆器）

 市内各地で育まれた特色豊かな地域資源

 デジタル田園健康特区の指定

 製造業・ものづくり産業の集積

Weakness
（弱み）

 人口減少・少子高齢化による担い手不足

 多極分散型都市構造によるサービス維持の課題

 空き家の増加による地域活力の低下

 公共施設の老朽化と財政負担

Opportunity
（機会）

 北陸新幹線効果による交流人口の拡大

 インバウンドによる高付加価値観光需要の拡大

 先端技術市場の成長

 国・県の地方創生支援の拡充

Threat
（脅威）

 物価高に伴う地域経済の停滞

 自治体間の競争の激化

 災害・気候変動リスクの増加

 医療・介護需要の増加

SWOT分析

1

資料２



01

Strength
（強み）
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3温泉と伝統工芸（九谷焼・山中漆器）

概要

宿泊施設入込客数の推移

3温泉地
山代・山中・片山津

135.9万人
R6 宿泊施設入込客数

＋11.0%
R5→R6 増加率

加賀市は、温泉旅館を中心とした
宿泊観光の基盤を有し、県内有数の
観光地として知られています。

宿泊施設入込客数は、2019年
185.5万人、2023年約122.4万
人、2024年約135.9万人で、コロ
ナ後の回復傾向が見られます。

温泉を核に、食・工芸・自然・歴史文
化と組み合わせた滞在型観光を展
開できる点は、加賀市の大きな強み
です。

出典：加賀市観光統計書（宿泊客・日帰り客の合計値）を基に作成
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3温泉と伝統工芸（九谷焼・山中漆器）

概要

出典：第3次加賀市産業振興行動計画
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3温泉と伝統工芸（九谷焼・山中漆器）

概要

出典：第3次加賀市産業振興行動計画

概要

加賀市を代表する伝統的工芸「山中漆器」と「九谷焼」の業況については、特に山中漆器はかつて、全国一の

生産量を誇りましたが、生活様式の変化や安価な海外製品の流入、さらに後継者不足等の問題により、年々

減少してきました。さらに、コロナ禍が発災した影響を受けた令和2年度の生産額は、令和元年度に比べ3

割近く減少と非常に大きな打撃を受けましたが、令和4年度以降は巣ごもり需要が一定程度定着したため約

100億円規模まで回復しました。

九谷焼については、コロナ禍により令和元年度に比べ2.5割減の生産量となりましたが、緩やかに回復傾

向となっています。
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市内各地で育まれた特色豊かな地域資源

出典：第6回政策タウンミーティング「加賀市の魅力の磨き上げ」当日投影スライド
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デジタル田園健康特区
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特区とは

1 令和4年に国家戦略特区「デジタル田園健
康特区」に指定

2 デジタル技術を活用した地域課題解決の実
証を進めやすい環境

3 規制改革や新しいサービスの導入に挑戦し
やすい

加賀市は、先端技術や新サービスの実証フィールドとして挑戦しやすい強みを持つ。

幅広い分野で先進的な取組を展開

医療 交通 教育 観光



デジタル田園健康特区
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期待される効果

1 企業・大学・スタートアップとの連携機会が広
がる

2 新産業の創出や既存産業の高度化につながる

3 「先進的に挑戦するまち」として都市イメージ
が高まる

4 観光・移住・投資の呼び込みにもつながる

強みが地域の好循環を生む

特区指定は、地域課題の解決だけでなく、産業・人材・都市ブランドの強化にもつながる。



製造業・ものづくり産業の集積

出典：加賀市統計書 9



製造業・ものづくり産業の集積

概要 加賀市の産業別事業所数の割合は、多い順から、「卸売業・小売業」、「製造業」、「宿泊業・飲食業」、「生活関

連サービス業・娯楽業」、「医療・福祉」となっています。

従業者数の割合も「製造業」が最も多く、全体の3割を占めており、次に「卸売業・小売業」、「医療・福祉」、

「宿泊業・飲食業」の順となっています。

産業構造の特化係数については「製造業」、「宿泊業・飲食業」の特化係数が国・県に対し1を大幅に超えてお

り、特に「製造業」の従業者数は国の約2倍、「宿泊業・飲食業」の従業者数は国の約1.7倍と高い数値となっ

ており、加賀市の雇用を支える基幹産業といえます。

出典：第3次加賀市産業振興行動計画 10
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Weakness
（弱み）
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人口減少・少子高齢化の進行

概要
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年少人口・生産年齢人口が減少し、老年人

口割合が高まることで、まちを支える人口

構造が変化しています。

働き手、地域活動の担い手、税収を支える

層が縮小する一方で、医療・福祉・移動支援

の需要は高まります。

人口の「数」だけでなく、年齢構成の変化

を踏まえた施策の優先順位づけが必要です。

・年少人口：15歳未満（0～14歳）
・生産年齢人口15歳～64歳
・老年人口：65歳以上

年齢３区分別人口の推移

第1回加賀市ビジョン策定委員会 掲載資料



人口減少・少子高齢化の進行

概要

出生数の推移

出典：令和7年度第3回健康福祉審議会こども分科会資料

出生数は、平成19年の553人から令和6

年には259人まで減少しており、長期的に

少子化が進んでいます。

合計特殊出生率は年度によって上下して

いるものの、近年は市・県・国ともに低下傾

向が見られます。

出生数の減少は、将来の児童生徒数、地

域活動、産業人材の確保に影響します。

子育て支援だけでなく、結婚・出産・子育

てを選びやすい暮らしや働き方の環境づく

りが課題です。

学校・保育・地域活動など、子どもの数の

変化を見据えた体制検討も必要になります。
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第1回加賀市ビジョン策定委員会 掲載資料



若者流出と担い手不足

概要

20代の社会減が全期間を通じて

続いており、若い世代の転出超過が

継続しています。

30代は令和5年に転入超過と

なったものの、全体としては転出超

過の年が多く、20～30代合計でも

毎年社会減となっています。

今後、若年世代や子育て世代が住

み続けたいと思える環境づくりが

課題です。
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第1回加賀市ビジョン策定委員会 掲載資料



多極分散型都市構造によるサービス維持の課題

多極分散型都市構造の現状
加賀市は合併を重ねて形成された経緯から、市内各所に核となる地区が点在し、単一の中心を持たない都
市構造となっている。

複数の合併の経緯

旧加賀市と山中町の合併など、複数回の市町村合併

により現在の市域が形成された。

拠点ごとに機能が独立

行政、観光、商業、生活サービスの核となる地区が各

所に分かれており、機能の重複が生じやすい。

拠点間の結びつきが弱い

地理的な距離があり、拠点をまたいだ住民の交流や

移動が生まれにくい構造となっている。

出典：加賀市都市計画マスタープラン
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多極分散型都市構造によるサービス維持の課題

拠点が分散していることで、行政・コミュニティ・産業のそれぞれにおいてサービスを効率的・持続的に維持
することが難しくなっている。

非効率な都市経営

01

道路・上下水道・公共施設などのインフラを拠点ごとに整備・

維持する必要があり、財政負担が増大しやすい。

02 コミュニティの孤立

拠点間の距離により住民同士のつながりや地区を越えた交

流が生まれにくく、孤立のリスクがある。

03 公共交通の維持

分散する拠点を結ぶために広い運行区域が必要となり、

利用者の減少に伴って公共交通の維持が難しくなる。

04 人口減少との複合リスク

人口減少・少子高齢化が進む中、拠点ごとの人口密度がさ

らに低下し、生活サービスの維持が一層難しくなる。

非効率な都市経営
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空き家の増加による地域活力の低下

概要

空き家数は平成28年から令和3年

の5年間で約1.5倍に増加しており、

生活環境や景観への影響、地域コ

ミュニティの活力低下が懸念される。
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出典：加賀市空家等対策計画（加賀市空家等実態調査の結果）を基に作成

H28
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公共施設の老朽化と財政負担

市が保有する公共施設の多くは昭和40〜50年代に集中して建設されており、今後大規模改修・建替えの
時期が一斉に到来する。

出典：加賀市公共施設マネジメント基本方針 18



公共施設の老朽化と財政負担

市が保有する公共施設の多くは昭和40〜50年代に集中して建設されており、今後大規模改修・建替えの
時期が一斉に到来する。

出典：加賀市公共施設マネジメント基本方針 19
※本資料の一部に生成AIによるイメージ画像を使用しています。


